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　久留米市セーフコミュニティ現地審査 スケジュール

平成30年7月30日（月） 平成30年７月31日（火）

昼食

⑧ＤＶ防止対策委員会

①市の概要説明
ＳＣの取組み

昼食・休憩

審査員ミーティング

審査員講評

活動視察

昼食・休憩

活動視察

【久留米市庁舎401会議室】

【久留米市庁舎401会議室】
【久留米シティプラザ中会議室】

【久留米シティプラザ大会議室】

【久留米市本庁舎401会議室】

⑤自殺予防対策委員会

⑦防犯対策委員会

③高齢者の安全対策委員会

⑥外傷等動向調査委員会

④防災対策委員会

②交通安全対策委員会

⑨学校安全対策委員会

⑩児童虐待防止対策委員会

10：00～11：00

11：20～12：20

13：30～14：30

15：00～16：30

17：00～18：00

18：20～19：20

9：30～10：50

11：20～12：20

13：30～14：30

【久留米シティプラザ中会議室】

14：50～15：50

【久留米シティプラザ中会議室】

16：30～17：30

【久留米シティプラザ中会議室】

【久留米シティプラザ中会議室】

【久留米広域消防本部
消防防災センター】

【ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ上津校区会館】

（久留米市SC推進協議会）



久留米市セーフコミュニティ

防災対策委員会
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1-1.防災対策委員会の構成メンバー

区分 No 所属

住民組織等

1 久留米市校区まちづくり連絡協議会（５）

2 久留米市民生委員児童委員協議会（２）

3 （特活）日本防災士会久留米支部（２）

4 久留米市消防団

5 （社福）久留米市社会福祉協議会

関係機関
6 久留米警察署（警備課長）

7 久留米市広域消防本部

行政組織
8 久留米市健康福祉部地域福祉課

9 久留米市都市建設部防災対策課
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みんなで取り組む安全安心まちづくり

図表１



1-2.防災対策委員会の開催経過（認証後）と主な議題
回数 開催日 主な協議事項

第10回 2014.6.17 具体的な取り組み（施策）の進捗、今後の取り組み方針

第11回 2014.10.17 年間活動報告、進捗状況、セーフコミュニティフェスタ

第12回 2015.4.17 2014年度取り組み実績、2015年度取り組み方針

第13回 2015.9.15 全市一体となった啓発・裾野拡大の取組み、セーフコミュニティフェスタ

第14回 2016.4.15
2015年度取り組み実績、2016年度取り組み方針
これまでの取り組みに関する効果確認・改善

第15回 2016.6.13 熊本地震を踏まえた今後について

第16回 2016.12.8 再認証に向けた具体的施策の検証

第17回 2017.5.8
2016年度取り組み実績、2017年度取り組み方針
再認証事前指導のプレゼン資料

第18回 2017.7.18
再認証事前指導のプレゼン資料
セーフコミュニティフェスタ セーフコミュニティ標語募集

第19回 2017.10.23 再認証事前指導

第20回 2018.2.14 再認証事前指導の講評への対応、セーフコミュニティ実態調査の活用について

第21回 2018.4.13 2017年度取り組み実績、2018年度取り組み方針、再認証のプレゼン資料
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2-1-1.防災対策委員会の必要性（設置の背景）
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2014.9.27 御嶽山噴火

2015.5.29

口永良部島新岳爆発的噴火

近年発生した自然災害
(2011～2016)

2016.10.21

鳥取地震 震度6弱

2016.4.14・16

熊本地震 震度７

2011.3.11

東日本大震災 震度７

2015.9.10

東日本豪雨

2014.8,20

広島市土砂災害

2012.7.3～14

九州北部豪雨

2016.8.17～23

台風7・9・11号上陸

2017.8.30

台風１０号被害

2014.11.22

長野県北部地震 震度6弱

②

①

③

②

①

③

図表２
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2-1-2.防災対策委員会の必要性（設置の背景）

防災対策・・・市民が考える重要施策の上位にあがる

市民意識調査 重要度が高い取り組み（全３３項目）

2011年順位 項目 2010年順位 2009年順位 2008年順位

１位 消防・救急救命対策 1位 １位 1位

２位 地域医療体制の充実 2位 ２位 2位

３位 生活廃水処理の整備 4位 ５位 5位

４位 防犯対策 3位 ４位 3位

５位 労働・雇用対策 5位 ７位 8位

６位 生活道路や側溝の整備 7位 ９位 9位

７位 ごみ処理対策 8位 ８位 6位

８位 高齢者福祉の充実 6位 ６位 7位

９位 防災対策 9位 ３位 4位

１０位 バリアフリー化対策 １１位 １５位 １７位

図表３

出典：市民意識調査
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2-2-1.防災対策委員会の必要性（設置の背景） ※災害発生状況

【台風】 日本への上陸台風発生数
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九州 四国 東海 近畿 関東 東北 中国 北海道 北陸

九州地方への上陸数は全体の約４割

地方別上陸数（1941～）

Ｎ＝240

図表４

(回)

(地域)

出典：気象庁ホームページ
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【地震】 九州北部の活断層
（出典：地震調査研究推進部）

① 小倉東断層

② 福智山断層

③ 西山断層帯

④ 宇美断層

⑤ 警固断層帯（南東部）

⑥ 日向峠ー小笠木峠断層帯

⑦ 水縄断層帯

⑧ 佐賀平野北縁断層帯

⑨ 別府ー万年山断層帯

⑩ 雲仙断層帯

⑪-1 布田川断層帯

⑪-2 日奈久断層帯

【地震】 熊本地震の発生
２０１６年４月１４日(前震)・１６日(本震)

久留米市

熊本市

図表５

久留米市で震度５強を観測

久留米市

図表６

2-2-2.防災対策委員会の必要性（設置の背景） ※災害発生状況
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【大雨】 集中豪雨の発生状況
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久留米市においても１時間降水量が増加

（久留米市）過去40年間における1時間降水量の最大値（1977年～2016年）

図表７

(年)

(ｍｍ)

2-2-3.防災対策委員会の必要性（設置の背景） ※災害発生状況

出典：気象庁ホームページ
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市民の災害に対する不安感は高い

図表８

2-3-1.防災対策委員会の必要性（設置の背景） ※対策状況

6.1

21.4

38.8

31.7

17.3

38

45.5

48

44.3

31.5

12.6

16.5

30.2

7.7

2.1

2.8

2.1

1.5

1

0.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

土砂災害

大雨によ

る災害

台風

地震

災害に対する不安感

非常に不安を感じる

少し不安を感じる

あまり不安を感じない

全く不安を感じない

無回答

出典：2011年市民意識調査
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災害に対する不安感が高いが、市民の半数近くが対策をしていない。

図表10図表９

2-3-2.防災対策委員会の必要性（設置の背景） ※対策状況

12.8

14.4

16.4

13.9

19.7

11.7

50.4

59.5

7

0.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

食料

水

災害に備えた水や食料の備蓄状況

１日分 ２日分 ３日分以上

何もしていない 無回答

46.2

9.1

12.2

13.3

20

29.6

0 20 40 60

特にしていない

建物の耐震化

家具や冷蔵庫などの転倒…

非常持ち出し袋の用意

家族との連絡方法

地震・水害などに対応し…

災害に備えた対策

出典：2011年市民意識調査
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自主防災活動に関する認知度

自主防災組織の活動が、地域で行われているかどうか知らない方が半数以上

7.0%

19.6%

11.7%59.6%

2.1%

よく行われている

ときどき行われている

ほとんど行われていない

行われているかどうか知らない

無回答

（Ｎ＝１，７７７）

図表11

2-3-3.防災対策委員会の必要性（設置の背景） ※対策状況

出典：2011年市民意識調査
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高齢者の６割以上の方が、災害時の確認訪問を希望

63.9%
22.6%

6.6%

2.2%
4.7%

来て欲しい

どちらでも良い

来なくても良い

その他

無回答

高齢者の災害時における訪問確認の希望状況

図表12

2-3-4.防災対策委員会の必要性（設置の背景） ※対策状況

（Ｎ＝２，５７０）

出典：2011年市民意識調査



３. 課題の整理（データから見る）
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久留米市で起こり得る自然災害

・台風

・地震

・大雨

（浸水、土砂災害）

客観的データ

重 点 課 題

・災害に対する不安感・・・・・・・・高い

・備蓄など備えや対策の実践・・・低い

・自主防災活動の認知度・・・・・低い

・安否確認の必要性・・・・・・・・・高い

主観的データ

図表４

図表５・６

図表７

図表８

図表９・10

図表11

図表12



4. 優先的に取り組む重点課題
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①災害時に防災関係機関だけでは
対応が不十分

②災害に対する不安感は高いが、
家庭内の対策が不十分

③共助の取り組みに地域差があり、
住民への浸透が十分でない

④大規模災害時は、高齢者や
障害者が犠牲になりやすい

⑤災害時要援護者の把握が進んで
いない地域や、協力者が決まって

いない地域がある



5.課題解決のための方向性と対応（具体的施策）

課 題 方向性
施策
ＮＯ

見直し 具体的施策

①災害時に防災関係機関だけでは
対応が不十分

②災害に対する不安感は高いが、
家庭内の対策が不十分

③共助の取り組みに地域差があり、
住民への浸透が十分でない

自主防災活動の活性化

１ 継続 定期的な防災研修・訓練・啓発

２ 継続 防災に精通しているリーダーの育成

④大規模災害時は、高齢者や
障害者が犠牲になりやすい

⑤災害時要援護者の把握が進んで
いない地域や、協力者が決まって
いない地域がある

災害時要援護者
支援プランの推進

３ 継続 名簿登録推進にむけた積極的な情報提供

４ 継続 災害時要援護者個別支援計画の作成

①、②、③、④、⑤
自主防災活動の活性化
災害時要援護者

支援プランの推進
５ 継続 地域の避難計画の作成
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図表13



6.レベル別の対策（具体的施策）

課 題
対 策

方向性 国県レベル 市レベル 地域レベル

①災害時に防災関係機関
だけでは対応が不十分

②災害に対する不安感は高い
が、家庭内の対策が不十分

教育・啓発
イベントにおける啓発
出前講座の実施

出前講座への参加

規制

環境整備 災害対策基本法 地域防災計画の策定

③共助の取り組みに地域差が
あり、住民への浸透が十分で
ない

教育・啓発
自主防災組織結成促進
自主防災研修・訓練の実施

自主防災訓練・研修への参加

規制

環境整備 災害対策基本法
防災士資格取得費用の助成
防災リーダー研修会等の実施

④大規模災害時は、高齢者
や障害者が犠牲になりやすい

⑤災害時要援護者の把握が
進んでいない地域や、協力者
が決まっていない地域がある

教育・啓発 制度周知・登録協力依頼

規制

環境整備 災害対策基本法 地域福祉支援システム導入

教育・啓発
個別支援計画の具体化の促進
図上訓練の実施

図上訓練への参加

規制

環境整備
避難行動要支援者に関する
取組指針の策定

みんなで取り組む安全安心まちづくり 16

対策委員会①防災研修・訓練・啓発の実施
【イベントによる防災啓発】
【自主防災研修・訓練の実施】

対策委員会③名簿登録推進に向けた情報提供
【イベントによる制度周知・啓発】
【各校区における個別説明】

対策委員会②防災に精通するリーダー育成
【防災リーダー研修会等の実施】
【防災士養成】
【防災士スキルアップ研修の実施】

対策委員会④個別支援計画作成
【図上訓練の実施】
【個別支援計画の具体化】

図表14

避難支援を目的とした
名簿作成・利用推進

自助・共助による
主体的防災活動の推進

個別計画策定に関する
ガイドラインの周知

自助・共助による
主体的防災活動の推進



みんなで取り組む安全安心まちづくり 17

6.レベル別の対策（具体的施策） ※ハード面の対策

雨水貯留施設、放水路等の整備避難施設の耐震化

小学校・中学校

雨水貯留施設

避難所となる公共施設
→ 耐震基準を満たす耐震補強・建替を計画実施
→ 耐震化率 100％(2018年現在)

集中豪雨の増加、市街地開発の進展により、各地で道路冠水・
浸水被害が発生

被害が発生しやすい市内４区域に雨水貯留施設、放水路等を整備

委員提案による反射素材の掲示板の整備

避難所案内掲示板の設置

暗くなると発光します
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7-1-1.具体的施策の取り組みと成果
＜施策No.1＞ 定期的な防災研修・訓練・啓発

イベントによる防災啓発

総合防災訓練
（毎年９月１日実施）

防災とボランティア週間における防災展示
（市役所２階、各総合支所など）

セーフコミュニティ・フェスタ

心肺蘇生法・
AED取扱体験

防災展示コーナー

防災について「みて・ふれて」楽しく理解を深めていただくことができました
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自主防災研修・訓練の実施

情報伝達訓練

防災運動会

住民避難訓練

7-1-2.具体的施策の取り組みと成果
＜施策No.1＞ 定期的な防災研修・訓練・啓発

楽しく防災を学びました！
（青木校区にて毎年開催）

「広報まちづくり」で防災特集
（市内全戸配布）

セーフコミュニティの取り組みを紹介

車椅子を使い、みんなで避難！
（北野校区にて毎年開催）



7-1-3.具体的施策の取り組みと成果
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施策No.1定期的な防災研修・訓練・啓発
指標 活動 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年

活動
自主防災研修の①実施回数、
②訓練への参加者数

77回
3,932人

110回
6,369人

129回
8,859人

151回
8,556人

106回
6,473人

短期
成果

市民の防災意識の変化「自
主防災活動を認識している」
（市民意識調査）

- 28.9％ - - 30.5%

中期
成果

食料備蓄等の対策を講じてい
る人の割合
（市民意識調査）

- 48.4％ - - 48.0％

長期
成果

水害やがけ崩れ・山崩れの防
止などの防災対策及び総合
防災訓練の充実への満足度
（市民意識調査）

33.9％ 38.1％ 39.5％ 38.6％ 43.2％

図表15



みんなで取り組む安全安心まちづくり 21

・防災士の資格取得者を対象とした研修

防災士スキルアップ研修(2016年から）

（避難所運営ゲームの実施）

～各種防災リーダー育成の取り組み～

7-2-1.具体的施策の取り組みと成果
<施策No.2>防災に精通しているリーダーの育成

防災リーダー研修会
（防災に関する講演など）

5年間（2012-2016）
・防災士 131人が活動中
・地域の自主防災組織のリーダー研修 10回 546人参加

各種研修会の講師を
委員会委員が務めています



7-2-2.具体的施策の取り組みと成果
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施策No.2防災に精通しているリーダーの育成
指標 活動 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年

活動
自主防災リーダー研修の①実
施回数、②参加者数

2回
41人

2回
119人

2回
136人

2回
192人

２回
150人

短期
成果

市民の防災意識の変化「自主
防災活動を認識している」
（市民意識調査）

- 28.9％ - - 30.5％

中期
成果

校区防災訓練の実施校区数
(全46校区の割合)

19校区
(41.3%)

15校区
(32.6%)

20校区
(43.5%)

23校区
(50%)

26校区
(56.5%)

長期
成果

水害やがけ崩れ・山崩れの防
止などの防災対策及び総合防
災訓練の充実への満足度
（市民意識調査）

33.9％ 38.1％ 39.5％ 38.6％ 43.2％

図表16
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7-3-1.具体的施策の取り組みと成果
<施策No.3> 名簿登録推進にむけた積極的な情報提供

各種防災研修における制度紹介
図上訓練の呼びかけ

防災とボランティア週間での
名簿登録の呼びかけ

取り組みの経過
・2010年 災害時要援護者名簿作成の取り組みを開始
・2013年 市内全校区で、名簿作成・共有開始
・2014年 重度の障害・介護認定の方に登録促進の文書送付
・2015年 民生委員・児童委員の協力により在宅高齢者へ登録促進

名簿登録促進チラシ

取り組み実績

名簿登録者の増加

・2011年 2,547名
↓

・2013年 4,544名
↓

・2016年 6,000名

災害時要援護者名簿
とは？

災害時、避難に支援を必要
とする人（災害時要援護
者）に、あらかじめ名簿登録
いただき、市と地域が情報を
共有することにより、一体と
なって避難情報の伝達や安
否確認等の支援をするため
の名簿です。
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7-3-2.具体的施策の取り組みと成果
施策No.3 名簿登録推進にむけた積極的な情報提供
指標 活動 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年

活動

①災害時要援護者名簿作
成校区数

46校区 46校区 46校区 46校区 46校区

②同名簿登録者数 4,544人 5,128人 6,265人
6,000人

※
5,603人

※

短期
中期
成果

災害時要援護者名簿
登録者数

4,544人 5,128人 6,265人
6,000人

※
5,603人

※

長期

水害やがけ崩れ・山崩れの防
止などの防災対策及び総合
防災訓練の充実への満足度
（市民意識調査）

33.9％ 38.1％ 39.5％ 38.6％ 43.2％

※名簿管理を行う新システム導入により、登録者の死亡・転出等の把握が可能となり、反映させたための減少
※名簿の登録率は約９．８％（２０１７年３月３１日現在）

図表17
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7-4-1.具体的施策の紹介
<施策No.4> 災害時要援護者個別支援計画の作成

取り組み経過
～要援護者名簿を活用した図上訓練と個別支援計画の具体化～

・災害時要援護者名簿と地図を使い、要援護者、支援者、危険箇所、避難
ルート等の情報を地図上に落とし、その所在や災害時の支援体制などを確認
し、個別支援計画の具体化促進を図る取り組み。

・SC防災対策委員会の委員の協力のもと、市と各小学校区の団体（コミュニ
ティ組織、自治会、民生委員、防災士等）等の協働により訓練を実施。

・市内全校区に名簿の更新作業と合わせて、訓練実施への協力を依頼

訓練実施校区数 2012年度2校区→2017年度43校区に拡大

※2017年度は新規実施１校区＋再実施11校区 計12校区で実施



7-4-2.具体的施策の取り組みと成果
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施策No.4災害時要援護者個別支援計画の作成

指標 活動 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年

活動

①災害時要援護者名簿を活
用した訓練実施校区数

4校区 21校区 33校区 42校区 43校区

②個別支援計画の作成数 0件 0件 6,265件
6,000件

※
5,603人

※

短期
中期
成果

個別支援計画の作成数 0件 0件 6,265件
6,000件

※
5,603人

※

長期
成果

水害やがけ崩れ・山崩れの防
止などの防災対策及び総合
防災訓練の充実への満足度
（市民意識調査）

33.9％ 38.1％ 39.5％ 38.6％ 43.2％

※名簿管理を行う新システム導入により、登録者の死亡・転出等の把握が可能となり、反映させたための減少

図表18
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取り組み実績

・地域の危険箇所及び安全な経路・施設を把握し、
より安全な避難ルートや集合場所など地域性の実情
に応じた避難計画を作成する。

取り組み概要

7-5-1.具体的施策の取り組みと成果
<施策No.5> 地域の避難計画の作成

・他の対策委員会と連携したマップの作成
交通安全、防災、学校などと連携し、

一体的な「安全安心マップ」として作成

・各校区との協力により道路の浸水情報の共有化

マップの構成・避難計画について地域の皆さんと検討 →

多彩な情報を盛り込んだ「安全安心マップ」（一例）



7-5-2.具体的施策の取り組みと成果
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施策No.5 地域の避難計画の作成
指標 活動 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年

活動
マップ作成取り組みを新たにし
た校区数、回数

1校区
１回

1校区
１回

0
1校区
１回

2校区
2回

短期
成果

市民の防災意識の変化
＜地域の避難所の認知度＞
（市民意識調査）

- 75.0％ - - 82.2％

中期
成果

マップ作成済校区の校区
避難訓練の参加者数

０ ０ - ０ ０

長期
成果

水害やがけ崩れ・山崩れの防
止などの防災対策及び総合
防災訓練の充実への満足度

（市民意識調査）

33.9％ 38.1％ 39.5％ 38.6％ 43.2％

図表19



8. 全体の成果
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全てにおいて増加傾向
出典：久留米市防災対策課統計

4544 5120
6265 6000 5603

0

2000

4000

6000

8000

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

② 災害時要援護者名簿 登録者数

77

110

129
151

106

60

80

100

120

140

160

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

① 自主防災訓練・研修実施回数

4

21

33
42 43

0

10

20

30

40

50

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

③ 図上訓練実施済校区数



9. 2017年10月の事前指導での助言
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１.防災訓練などへの若者の取りこみ

・地域と学校・企業等と一体的な取り組みの推進
・セーフコミュニティ学校安全対策委員会との連携

２.災害時要援護者名簿の登録方法

・名簿未登録の対象者に登録促進文書を送付予定
※個人情報を避難支援等関係者と共有するため、
制度を理解していただいた上で登録への同意を取得



10.認証取得後の変化・気付き
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①全校区に自主防災組織が結成

②防災研修・訓練の実施回数及び参加者が増加

③防災士による防災啓発の取り組み拡大

④災害時要援護者名簿登録者数の増加

⑤要援護者の個別支援計画の具体化を推進

住民による避難所開設訓練（津福校区）

防災士が主体となる訓練・研修の実施
（西国分・青木校区など）

災害時要援護者名簿を活用した図上訓練



11.今後の目標・課題
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④ 災害時における要援護者毎の支援計画の更なる具体化が必要。
⇒個別支援計画の具体化を促進していく。

① 防災訓練・研修の参加者・・多くが高齢者、メンバーが固定化
⇒幅広い年齢層、特に若年層に対する防災意識の啓発を図っていく。

② 防災士資格取得者は増加・・主体的に活動する防災士は少数
⇒防災士が地域で活躍できる環境を整備していく。

③ 災害時要援護者名簿の登録率が低い。
⇒災害時要援護者名簿の制度をさらに周知し、名簿登録促進を図っていく。
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防災対策委員会

ご清聴ありがとうございました。
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